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世界に届く、街を生む。
Think Global, Develop Local.

見通しに関するご注意
本レポートに掲載している情報のうち過去の歴史的事実以外の情報は、一定の前提のもとに作成した将来の見通しであり、現在入手可能
な情報に基づく当社の経営陣の判断に基づいています。したがって、将来、実際に公表される業績等の情報は種々の要素によって変動す
る可能性があります。本レポートを使用されたことにより生じるいかなる損害につきましても当社は責任を負うことはありません。
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平和不動産は、日本の金融マーケットの中枢的機能・役割を担う

証券取引所ビルのオーナー企業として設立され、以来、日本全国の金融市場の中心地で

その街に根差した事業に深く関わってきました。

人・経済・情報のボーダーレス化が進む中、国際的な都市間競争が過熱しています。

当社は、創業の地であると同時に日本最大の株式マーケットが所在する

日本橋兜町・茅場町の再活性化を推進することで、

「東京」がアジアの国際金融都市の地位を確立するための一翼を担っていきます。
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平和不動産のあゆみ

平和不動産は、我が国の金融マーケットの中枢的機能・役割を担う東京、大阪、名古屋などの証券取引所ビルのオーナー企業として、　　  1947年に設立されました。

当社創業の地である日本橋兜町・茅場町は、「証券の街」として発展してきましたが、情報通信の発達など社会環境が変化する中で、 　　株券売買立会場の閉鎖や証券会社の移転が進み、その姿を大きく変えてきています。

近年では、国際金融都市として「東京」の機能整備が強く求められるとともに、地域等から街の再構築への期待が高まっています。

このような事業環境の中、当社は、日本橋兜町・茅場町の再開発を起点にした「街づくりに貢献する会社」という次なるステージに歩みを進め、　　社会的なプレゼンスを高めるとともに、新たな成長基盤と企業価値増大という成果の獲得を目指してまいります。

新たな
成長のフェーズへ
東京証券取引所ビルが所在する日本橋兜町・茅場町の再
開発に取り組み、「街づくりに貢献する会社」という次のス
テージを目指す。

住宅分譲事業など
事業の多角期
時代や社会環境の変化とともに事業領域を拡大。郊外型住
宅の開発やマンション分譲事業に進出。

証券の街を支えた
創業期
証券取引所ビルのオーナー企業として設立され、取引所の
賃貸だけでなく、取引所の所在地を中心にビル賃貸事業を
展開することで事業の基礎を築く。

賃貸事業資産の拡大期
収益基盤を強化
オフィスや商業施設などの賃貸事業資産を拡大し、収益
基盤の強化を図る。

1 9 4 0 1 9 5 0 1 9 6 0 1 9 7 0 1 9 8 0 1 9 9 0 2 0 0 0 2 0 1 0

証券取引所のビルオーナー企業として誕生

1947 当社設立

1949 各証券取引所への賃貸開始 1

高度経済成長に伴うオフィス需要の拡大を背景に  
各地の証券取引所ビルを賃貸ビルへ建替え

1958 福岡証券ビル 竣工

1962 京都証券ビル 竣工

1965 宅地分譲事業に進出

1977 戸建住宅分譲事業に進出

1980 マンション分譲事業に進出

証券取引所以外の賃貸ビルを開発することにより、  
事業を拡大

1984 東京証券取引所ビル市場館 2   
 （現東証Arrows） 竣工
1986 横浜平和ビル 竣工

1987 大阪平和ビル 竣工  

 不動産流通（仲介）事業に進出

1988 東京証券取引所ビル本館 竣工 2

1992 茅場町平和ビル 竣工

1993 大丸京都店西館共同ビル 竣工

1994 大丸京都店北館共同ビル 竣工

1995 分譲マンション「フラージュ」シリーズスタート

さらなる資産規模拡大のため、  

大規模オフィスビルを取得

2000 三田平和ビル 取得 3

2001 内幸町平和ビル 取得 4

2002 道銀ビルディング 取得

大阪・名古屋における建替え事業を積極化

2004 名古屋平和ビル 竣工

2004 大阪証券取引所ビル 竣工 5

2007 名古屋証券取引所ビル 竣工 6

2008 ホテルブライトンシティ大阪北浜 竣工 

2009  リート事業へ本格的に参入  

（現 平和不動産アセットマネジメント株式会社を連結子会社化）

2010 セントライズ栄 竣工 7

2012 一番町平和ビル 竣工 8

兜町の再開発を通じて街づくりに貢献する会社へ

2013 株式会社東京証券会館を連結子会社化

2014 兜町街づくりビジョン発表
2015 北浜一丁目平和ビル 竣工  

 丸善名古屋本店ビル 竣工

2017 兜町第6平和ビル 取得

2018　「（仮称）日本橋兜町7地区開発計画」  

 国家戦略特区 内閣総理大臣認定

大阪証券取引所ビル（大阪市）

旧東京証券取引所ビル

5

名古屋証券取引所ビル（名古屋市）
6

一番町平和ビル（仙台市）
8

東京証券取引所ビル（東京都中央区）
2

三田平和ビル（東京都港区）
3

内幸町平和ビル（東京都千代田区）
4

1

セントライズ栄（名古屋市）
7
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企業価値の源泉

街づくりを通じて、国際金融都市  形成の一翼を担う
平和不動産は、証券取引所の建物を保有・賃貸する会社として設立され、現在も東京証券取引所をはじめとして大阪、名古屋、福岡の各　　証券取引所の建物を保有しています。

日本の金融インフラ施設等を支えることを通じて、さまざまなステークホルダーと信頼関係を構築、協力を得ることにより、

大阪、名古屋の証券取引所ビルの建替事業を実現したほか、日本橋兜町・茅場町再開発第 1期プロジェクトの事業化に着手しました。

株式マーケットのある街という日本橋兜町の特性を活かした街づくりを中長期的に推進していくことで、将来的に日本橋兜町・茅場町地区　　全体で「国際金融都市・東京」構想の一翼を担い、社会的な責務を果たしていきます。

賃貸事業 不動産
ソリューション事業

街づくりに
貢献する会社へ

日本橋兜町・茅場町再活性化プロジェクト

● 一番町平和ビル● 福岡証券ビル
● 福岡平和ビル
● 天神平和ビル

● 東京証券取引所ビル
● 日証館
● 兜町平和ビル
● 兜町第1平和ビル
● 兜町第2平和ビル
● 兜町第4平和ビル
● 兜町第5平和ビル
● 兜町第6平和ビル
● 茅場町一丁目平和ビル

● 茅場町ブロードスクエア
● 茅場町第2平和ビル
● 浜町平和ビル
● クアトロ室町ビル
● 三田平和ビル
● 内幸町平和ビル
● 横浜平和ビル

● 大阪証券取引所ビル
● 大阪平和ビル
● ホテルブライトンシティ大阪北浜
● 平和不動産北浜ビル
● 北浜一丁目平和ビル
● 大阪御堂筋ビル
● 京都証券ビル
● 大丸京都店西館共同ビル
● 大丸京都店北館共同ビル

● 名古屋証券取引所ビル
● セントライズ栄
● 名古屋平和ビル
● 丸善名古屋本店ビル
● 伊勢町平和ビル
● 栄センタービル

● 道銀ビルディング
● 新大通ビルディング
● パークイースト札幌 
● 札幌駅前合同ビル
● AFTビル

福岡

天神平和ビル

東京証券取引所ビル（東京都中央区） 大阪証券取引所ビル（大阪市） 名古屋証券取引所ビル（名古屋市） 福岡証券ビル（福岡市）

大阪

北浜一丁目平和ビル

名古屋

東京

仙台

札幌

丸善名古屋本店ビル 兜町第6平和ビル

一番町平和ビル

道銀ビルディング

全国の証券取引所ビルを保有 事業概要

全国の主要都市でビル賃貸事業を展開

証券市場の
拡大を支える

国際金融都市
形成の一翼を

担う

街の
賑わいづくり

・
情報発信

テナント企業の
成長を支援

セグメント別売上高・構成比2017年度  業績サマリー

売上高

326.9億円 前年度比 △21.7%

営業利益

94.3億円 前年度比 △2.5%

親会社株主に帰属する当期純利益

52.8億円 前年度比+17.1%

賃貸事業
193.9億円
（59.3%）

不動産
ソリューション事業
117.1億円
（35.8%）

その他の事業
15.8億円
（4.9%）

売上高

326.9
億円

オフィスビル等の開発、賃貸、管理
および運営等

収益用不動産の開発、売却、運用
およびマネジメント等
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中長期経営計画

日本橋兜町・茅場町再開発を起点に「街づくりに貢献する会社へ」

“N E X T  D E C A D E”終期（2 0 2 3年度）には連結営業利益 1 0 0億円台を目指します。
フェーズⅡの位置づけ

中長期経営計画フェーズⅡでは、日本橋兜町・茅場町再活性化プロジェクトを着実に推進するなど、

持続的な企業価値向上を目指すための事業成長基盤を構築する3年間とします。

フェーズⅠ

2014～ 2016年度
成長基盤構築へ向けた整備

フェーズⅡ

2017～ 2019年度
事業成長基盤の構築

フェーズⅢ

2020～ 2023年度
成長路線のスピードアップ

2019年度の計数目標

営業利益 90億円※

（内訳）賃貸事業：74億円／不動産ソリューション事業：30億円

経常利益 80億円

ネットD/Eレシオ 1.5倍以下

数値目標

重点戦略

日本橋兜町・茅場町再活性化プロジェクト
第1期プロジェクトである（仮称）日本橋兜町7地区開発計画、（仮称）日本橋茅場町1-6地区開発計画を
本格的に始動させ、着実に推進する。

重点戦略1

ビル賃貸事業のブラッシュアップ
賃貸事業資産の入替えおよび積上げ、収益性の向上策を推進し、
再開発の足腰となる収益基盤をより強固なものとする。

重点戦略2

不動産ソリューションビジネスの拡大・多角化
平和不動産リート投資法人のスポンサーとして、資産規模の拡大と質の向上をサポートするなど、フィービジネ
スによる収益の安定的拡大を図る。また、収益物件の開発、リースアップ、リニューアル工事などを行い、価値を
最大化したうえで売却するなどの不動産ソリューションビジネスを展開し、収益獲得機会の多角化を目指す。

重点戦略3

事業戦略遂行の体制強化・安定的な株主還元の実施
経営効率に配慮しつつ、重点戦略遂行に適した組織体制を構築するとともに、財務体質の強化を図る。
株主資本利益率（ROE）を高めることを目指すとともに、D/ Eレシオの適切な水準を維持する。また、株主への
還元については配当を中心とし、安定的に株主還元を実施する。

重点戦略4

事業 投資額

日本橋兜町・茅場町
再活性化プロジェクト 約150億円  

賃貸事業 約240億円  
（入替えによる回収：約70億円）

不動産ソリューション
事業

約420億円 
（回収：約540億円）

投資計画 株主還元

■1株当たり年間配当額と配当性向の推移

23.5

26

（円）

22

35.2

22

30.3
23.0

26 37※37※

27.927.9
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0
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10

配当性向（右軸）
1株当たり年間配当額（左軸）

株主への還元については配当を中心とし、安定的に株主還元を実施する。
企業価値を増大させるために必要となる内部留保の重要性を考慮しつつ、
中長期的な連結配当性向目標を30％程度とする。

※創立70周年記念配当4円を含む。

日本橋兜町・茅場町再活性化プロジェクトの推進

賃貸事業
（安定収益事業）

不動産
ソリューション事業
（高資本効率事業）

再開発事業の足腰となる事業の強化

体制の強化 財務規律の維持

事業戦略推進に向けた基盤の強化

【中長期経営計画】

over the “NEXT DECADE” Vision

街づくりに貢献する会社へ

連結営業利益目標100億円台

※ 営業利益には各セグメントに配分していない管理部門にかかる全社費用等が含まれています。
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トップメッセージ

中長期経営計画のロードマップ

　当社は、「街づくりに貢献する会社へ」というビ

ジョンのもと、次なるステージに歩みを進め、社会的な

プレゼンスを高めるとともに、新たな成長基盤の構築と

企業価値増大を目指しています。加えて、日本橋兜

町・茅場町再開発により得られるノウハウを他の市街

地の再活性化に展開していく計画です。

　中長期経営計画のフェーズⅠ（2014～2016年度）

では、すべての計数目標を達成し、ビル賃貸事業のブ

ラッシュアップ、フィービジネスの拡大、財務体質の強

化等により、成長基盤構築に向けた整備を実施。中

長期経営計画終期（2023年度）の数値目標である

連結営業利益 100億円台の達成に向けて、順調に

推移しました。

　事業成長基盤の構築を図るフェーズⅡ（2017～

2019年度）では、日本橋兜町・茅場町再開発が本

格的に始動します。「日本橋兜町・茅場町再活性化

プロジェクト」（以下、再活性化 PJ）の着実な推進、

ビル賃貸事業のブラッシュアップなどにより、持続的な

企業価値向上を目指していきます。再活性化 PJは、

当社にとってもチャレンジングな取り組みですが、“次

世代平和不動産”をつくるという気概を持ち、全社を

挙げて推し進めています。幸いにも、先人たちの尽力

により、当社は安定的な財務基盤を構築しています

が、今後の環境変化を見据え、新たな打ち手を考え

ていく必要があるとの視座に立っています。

重点戦略： 
日本橋兜町・茅場町再活性化プロジェクト

　再活性化 PJは、この街にふさわしい街づくりを考

え、一気に再開発を進めるのではなく、ファーストステー

ジ、セカンドステージと中規模の開発を積み重ねていく

計画です。プロジェクト推進における当社の強みは、

証券取引所ビルオーナー企業として70年前から証

券・金融の街でビル賃貸事業を展開し、地元企業を

はじめ自治体など地域社会との信頼関係があることで

す。社員一人ひとりが、それぞれのお客さまと築いてき

た信頼関係により、新しい事業に取り組んだときにも

ベースがしっかりとできていると感じています。10年、20

年をかけて進める街づくりは、次の世代を担う社員が

主体的に推進すべきプロジェクトであり、当事者として

の意識を持って臨んでもらいたいと思っています。

　金融関連の情報発信や人材育成、投資家と企業

の対話・交流促進を図るなど、「国際金融都市・東

京」の一翼を担う機能を導入し、当社が広く「投資」

について考えるインフラを整え、啓発することで、個人、

企業、そして社会の成長につながるものと考えていま

す。2016年に当社が主導するかたちで設立した、一

般社団法人国際資産運用センター推進機構

（JIAM）の活動では、約 200社の欧米・アジアの投

資家を訪問。東京での起業・誘致の促進を行ってい

ますが、徐々に手応えを感じています。

　さらに、ビジネスの側面だけでなく、地域の賑わい

創出のための空間整備や地域の賑わい創出に継続

的に取り組むための担い手・仕組みづくりを推進し、

地域全体の活性化に寄与することも目指していきたい

と思っています。

持続的な企業価値向上を目指して

　世界の都市間競争が激しさを増していく中、日本

の金融地区のファシリテーターとして、当社にしかでき

ない価値を創造し、社会的なプレゼンスを高めていくこ

とが大事であると思います。安定的な成長を持続しつ

つ、「開発力」「提案力」「企画力」に磨きをかけて、

さまざまな新しいチャレンジを組み込みながら前進して

いく所存です。加えて、「国際金融都市・東京」構想

や他の市街地の再活性化に大きく貢献するポジ

ションを築き、「街づくりに貢献する会社」としての役

割をこれまで以上に果たす存在でありたいと思ってい

ます。

　“次世代平和不動産”を標榜した当社の挑戦にご

期待いただき、引き続きご支援いただきますようお願い

申しあげます。

代表取締役社長

平和不動産が果たすべき役割

　当社は、日本の金融マーケットの中枢的機能・役

割を担う東京、大阪、名古屋などの証券取引所ビル

のオーナー企業として、1947年に創立され、2017年

7月に創立 70周年を迎えました。私自身も前職を含

めれば 40年以上、当社創業の地である日本橋兜町・

茅場町の地で過ごし、街のうつろいを見てきた一人で

す。不動産事業の基本的な使命は、そこに集う企業

や人々が力を発揮したり、豊かな生活を送ったりする

ために、利便性や快適性、安全といった環境を提供

すること。すなわち、街のインフラ整備がなりわいである

と捉えていますが、この地でビジネスを展開している当

社の目線から見て、東京の国際競争力向上にフォー

カスしようと思いいたりました。

　2014年には「日本橋兜町街づくりビジョン」を発表

し、「人が集い、投資と成長が生まれる街づくり」を始

動させました。創業以来、日本橋兜町・茅場町に軸

足を置いてきた当社だからこそ、街の個性を継承し、

新たな価値を創り出すことができる――。当社が目指

す「兜町らしさの復活」は、今や東京都が策定した

「国際金融都市・東京」構想に紐付き、発展的な広

がりを見せています。日本橋兜町・茅場町再開発を

通じて、「国際金融都市・東京」構想の一翼を担い、

東京の金融地区のインフラ向上に寄与していくことが、

当社の果たすべき役割であると考えています。

「街づくりに貢献する会社へ」
次世代平和不動産への挑戦
代表取締役社長　岩熊 博之
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Focus
日本橋兜町・茅場町
再活性化プロジェクト

日本橋兜町は東京証券取引所が立地する日本の金融マーケッ
トの中心地であり、ニューヨークの「ウォール街」、ロンドンの
「シティ」と同様、世界有数の証券街となっています。なお、日
本国内では、東京証券取引所周辺の「兜町」・大阪証券取引
所周辺の「北浜」・名古屋証券取引所周辺の「伊勢町」は、日
本の三大証券街と呼ばれています。

街づくり対象エリアは約10万㎡。再開発におけるリーディングプロジェクトである（仮称）

日本橋兜町7地区開発計画は、国家戦略特区のプロジェクトとして認定されています。

また、エリア内の新金融拠点「FinGATE」 として、3つのオフィスを開設するなど、「国際

金融都市・東京」構想の実現に寄与すべく、日本橋兜町・茅場町地区の再活性化を

通じて、Fintech企業をはじめとするスタートアップ企業の成長に貢献していきます。

再開発におけるリーディングプロジェクト

兜町は、明治以来、「コト始めの街」「投資の街」「証券の街」としての地歴を有し、時代時代のイノベーションが起こり、投資家が集い、

さまざまな情報が交流する舞台となってきました。こうした歴史的な背景などを踏まえ、「人が集い、投資と成長が生まれる街づくり」を街づ

くりコンセプトとして掲げ、兜町の持つポテンシャルと周辺の街の機能との融和による、「兜町らしさ」の再構築を目指しています。

日本橋兜町
日本の金融経済の中心地

日本橋兜町・茅場町の魅力を高める取り組み日本橋兜町・茅場町  街づくりコンセプト

（仮称）日本橋兜町7地区開発計画

日本橋兜町・
茅場町の歴史

FinGATE BASE

FinGATE KABUTO

FinGATE KAYABA

外観イメージ

日本橋兜町・茅場町地区は、下記の3つをコンセプトとした証券・金融に係る機能（金融関連機能）の整備を行政に提案しています。

大手銀行本店等の金融機関が集積する大手町地区、日本銀行のある日本橋地区などと役割を分担・連携しながら、段階的な開

発を通じて、金融関連機能の導入を図ります。将来的には、地区全体で「国際金融都市・東京」構想の一翼を担っていきます。

「国際金融都市・東京」構想における日本橋兜町・茅場町の役割

資産運用を中心とした
金融ベンチャー企業等の発展支援

投資家と企業の
対話・交流促進拠点の整備

主として外国人をターゲットとした
高度金融人材の受入促進

金融関連機能整備のコンセプト

事 業 者 平和不動産（株）、山種不動産（株）、
ちばぎん証券（株）、（株）兜町第3平和ビル

主 要 用 途 事務所、店舗、金融関連施設
敷 地 面 積 約3,350㎡
計画容積率 1,000％
延 床 面 積 約38,000㎡
階数／高さ 地上15階、地下2階／約90m

予 定 工 期 2018～2020年度

※記載の内容は変更となる可能性があります。

取締役
常務執行役員
山田 和雄

エリア内の新金融拠点

ＦｉｎＧＡＴＥ

人が集い、投資と成長が生まれる街づくり

FinGATE KABUTO FinGATE KAYABA FinGATE BASE

明治時代（1870年代） 大正時代～1945年頃

銀行発祥の地から証券・金融の街へ
渋沢栄一が中心となって1873年に日本初の近代的な銀行
として「第一国立銀行」を兜町に開業。その後も、東京株
式取引所（現東京証券取引所）や数多くの会社が次 と々設
立され、兜町は日本経済の中心地として発展した。

関東大震災・戦災を越えて
関東大震災復興期の大正末年から東京株式取引所（旧東
京証券取引所ビル）の新築工事が始まり、1927年に市場
館、1931年に本館が完成し、以後、兜町のシンボルとして
親しまれる。

近年戦後（1945年代）～近年 兜町らしさの再構築
日本の金融市場発祥の地であるこの地の歴史を継
承しながら、新しい兜町をつくるため「人が集い、投
資と成長が生まれる街づくり」をコンセプトに、東京
都の「国際金融都市・東京」構想とも連動し、日本
橋兜町・茅場町再活性化プロジェクトを推進。

再び、証券の街へ
1949年にGHQの承認を得て日本の証
券市場は再開。日本経済の発展、証券
市場の活況により、兜町は“証券の街”
として、日本金融経済の代名詞となる。

兜町の在り方が変化
株券の電子化やインターネット取引などによ
り、1999年に長年続いた人手による東京証券
取引所の株券売買立会場が閉鎖。証券会社
の移転が進むなど街の姿は大きく変わる。
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事業別概況 賃貸事業
東京・大阪・名古屋・福岡・札幌・仙台など全国の主要都市において、  

証券取引所ビル、オフィスビルを中心に賃貸事業を展開しています。

証券取引所ビル

オフィスビル・商業施設

東京証券取引所ビル（東京都中央区）

内幸町平和ビル（東京都千代田区） 三田平和ビル（東京都港区） 兜町第6平和ビル（東京都中央区） 日証館（東京都中央区）

道銀ビルディング（札幌市） 一番町平和ビル（仙台市） セントライズ栄（名古屋市） ホテルブライトンシティ大阪北浜
（大阪市）

大阪証券取引所ビル（大阪市） 名古屋証券取引所ビル（名古屋市） 福岡証券ビル（福岡市）

2017年度の業績

ビル賃貸収益の推移
（ビル売上高除く）

ビル賃貸収益（187.7億円）の地域別割合（2017年度）

ビル賃貸収益（187.7億円）の用途別割合
（2017年度）

賃貸可能面積の推移

（億円）

（年度）
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2020
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大阪 名古屋
福岡 仙台・札幌

東京（東証ビル除く）

※茅場町共同ビル除く。

東証ビル

オフィス
64%

取引所 16%

商業
18%

その他
2%

•    大阪御堂筋ビルの収益貢献

•      前年度取得物件（兜町第6平和ビル）     
   の通年度稼働

福岡エリア

大阪エリア

名古屋エリア

東京エリア

仙台・札幌エリア 東京
48%

大阪
22%

名古屋
10%

福岡
6%

仙台・札幌
14%

地域別割合

大阪御堂筋ビル（大阪市）

売上高

営業利益

193億98百万円
（前年度比 ８億2百万円 4.3％増）

75億66百万円
（前年度比 ８億21百万円 12.2％増）

用途別割合

Point

取締役
専務執行役員
土本 清幸

今後の戦略

東京都心3区もしくは当社の地方拠点エリアのオフィスビルを中心にポートフォリオ整
備を推進していきます。これにより収益性の向上を図り、再開発の足腰となる収益基
盤をより強固なものとします。

ビル賃貸事業のブラッシュアップ

1. ポートフォリオ入替えによる資産性の向上

2. 賃貸事業資産の新規取得による収益の拡大

3. 再開発の足腰となる安定収益基盤の構築
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事業別概況 不動産ソリューション事業
オフィスビルや住宅などの開発事業を自ら行い、または取得・出資・運用し、その不動産の価値を高めることを通じて

生み出される収益に着目した事業です。平和不動産リート投資法人の資産を運用する平和不動産アセットマネジ

メント株式会社をはじめとするグループ各社との協働、平和不動産リート投資法人にウェアハウジング機能の提供を行う

など、グループ全体で収益力を高めています。

平和不動産リート投資法人とのバリューチェーンを構築

当社は平和不動産リート投資法人のスポンサーとして、その成長をサポートする過程で得られる収益を通じて当社グループ全体での収
益力強化につなげることを目指しています。不動産に関連するさまざまな価値（バリュー）の提供により、連鎖的に（チェーンのように）収
益を獲得していきます。

住宅開発

厳選した分譲マンション開発に加え、リートへの供給も視野に入れた賃貸マンション開発も行っています。

物
件
取
得

平和不動産株式会社

賃貸収入 キャピタルゲイン プロパティマネジメントフィー 分配金収入 仲介手数料

ブリッジ
ファンド

物
件
売
却

平和不動産
アセットマネジメント株式会社 平和サービス株式会社

アセット
マネジメントフィー BMフィーノウハウを活用し

バリューアップ

開発

ウェア
ハウジング

平和不動産リート投資法人

安定的な
資産運用

資産規模
拡大

ポートフォリオの
質向上

（仮称）赤羽岩淵町PJⅠ
（東京都北区）

（仮称）赤羽岩淵町PJⅡ  
（東京都北区）

HF田端レジデンス（東京都北区） HF両国レジデンス（東京都墨田区）

売却実績

物件外観

銀座8166ビル LA01ビル HF田端レジデンス HF両国レジデンス ORE名駅東ビル

所在地 中央区銀座 渋谷区渋谷 北区田端新町 墨田区緑 名古屋市中村区

延床面積
（　）は戸数 1,198.44㎡ 388.19㎡ 2,511.94㎡ 

（56戸）
2,734.45㎡ 
（66戸） 4,227.29㎡

竣工年月 2004年2月 2016年10月 2015年12月 2017年3月 1995年10月

取得年月 2015年8月 2017年1月 同上 同上 2017年9月

売却年月 2017年8月 2017年5月 2017年8月 2017年12月 2017年12月

平和不動産リート投資法人からのAMフィー収入

800

900

1,000

1,100

1,200
（百万円）

2017

1,1321,132
1,0961,0961,1211,121

979979
917917

2014 2015 20162013 （年度）

平和不動産リート投資法人からの分配金収入

200

300

400

500

600
（百万円）

566566
513513

481481469469458458

20172014 2015 20162013 （年度）

2017年度の業績

• HF田端レジデンス、HF両国レジデンスを
　平和不動産リート投資法人に供給

• 平和不動産アセットマネジメントの運用報酬（AMフィー）
　は安定的に推移

Point
売上高

営業利益

117億10百万円
（前年度比 96億34百万円 45.1％減）

30億22百万円
（前年度比 10億65百万円 26.1％減）

今後の戦略

取締役
執行役員
林 信一

平和不動産リート投資法人のスポンサーとして、資産規模の拡大と質の向上をサポー
トするなど、フィービジネスによる収益の安定的拡大を図っていきます。また、収益物
件の開発、リースアップ、リニューアル工事などを行い、価値を最大化したうえで売却
するなどの不動産ソリューションビジネスの拡大と多角化を目指します。

1.   平和不動産リート投資法人のスポンサーとして、フィービジネスによる 
収益の安定的拡大を図る

2. 不動産ソリューションビジネスを展開し、収益獲得機会の多角化を目指す

不動産ソリューションビジネスの拡大・多角化
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コーポレート・ガバナンス

取締役会
• 法令に規定する事項および取締役会規則に規定する事項（中期
経営計画の策定、重要な財産の処分等）を決議したり、経営計画
や経営戦略の策定や見通しについて建設的な議論を行い、その方
向性に基づき重要な業務執行の決定を行い、その監督する役割を
担っています。

• 取締役9名（社外取締役4名を含む）で構成され、社外取締役4
名は独立役員です。

報酬委員会
• 取締役の報酬の客観性や透明性を確保するため、過半数を社外
取締役とする任意の報酬委員会を設置しています。

• 報酬委員会は、取締役の報酬等に係る基本方針、報酬等の総額、
個人別の報酬等の内容を決定するとともに、取締役会からの諮問を
受け、意見を取締役会に答申します。

• 取締役の報酬は定額の基本報酬、自社株取得目的報酬および業
績連動の賞与からなり、企業業績および中長期的な企業価値の
向上に対する動機付けや優秀な人材の確保に配慮した体系として
います。

指名委員会
• 取締役および監査役の人事の客観性や透明性を確保するため、
過半数を社外取締役とする任意の指名委員会を設置しています。

• 指名委員会は、職務を適切に遂行することが可能な能力・見識を有
し、人格に優れた人物を選定します。取締役会からの諮問を受け、
意見を取締役会に答申します。取締役会は答申を踏まえ、監査役
については監査役会の同意を得たうえで、取締役および監査役候
補の選任に係る株主総会の議案の内容を決定します。

監査役会
• 社内監査役1名、社外監査役3名を含む4名で構成し、監査意
見を交換するとともに、常勤監査役が執行役員会に出席し、経営へ
の監視機能を強化する体制をとっています。

• 監査役会は、取締役会における協議を通じて社外取締役との連
携を確保しています。さらに、必要に応じて、社外取締役と監査役の
連携を確保しています。また、会計監査人の評価に係る判断基準を
策定し、独立性・専門性等を有することについて検証、確認すること
により、会計監査人を適切に選定するほか、質の高い監査を確保す
るため、監査時間が適切なものとなるよう監査しています。

株主総会

代表取締役社長

取締役会
（社内取締役5名、社外取締役4名）

監査役会
（社内監査役1名、社外監査役3名）

監査役室 選
定

監
督

解任 選任解任 選任 解任連携 選任

監
査

監
査

監査

連
携

連
携

報
告

選
任

報告

内部監査 管理

指名委員会

報酬委員会

経営会議

子会社内部監査部

会計監査人
（監査法人）

執行役員会
（執行役員7名）

企画総務部
法務室
財務部

開発推進部
ビルディング事業部
不動産ソリューション部

基本的な考え方

　当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要な課題と位置づけ、株主をはじめとするステークホルダーの皆さまの信頼に
応えるとともに、公正で効率的な企業経営を行うため、当社グループ全体としてコーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでいます。

コーポレート・ガバナンス強化に向けた各種取り組み

コーポレート・ガバナンス体制図 （2018年6月26日 現在）

CSR

環境への取り組み 

企業としての地域貢献

環境への配慮【省エネ】から経営資源【省コスト】の視点で取り組みを行っています。
　ビルはその運用に多大なエネルギーを必要とするため、昨今、ビルに環境性能を求める動きが加速しています。当社は、ビルの
建築・改修にあたり環境、都市の景観の形成にも配慮しています。また、長期にわたり利用することで建築物のライフサイクルコストを
低減させるだけでなく、歴史的価値の保全にも貢献しています。

東京証券取引所
ビル

大阪証券取引所
ビル

セントライズ栄 平和不動産
北浜ビル

一番町平和ビル 日証館 北浜一丁目
平和ビル

SMBC評価 ゴールド ― プラチナ シルバー プラチナ ― プラチナ

DBJ評価 ゴールド ゴールド ゴールド ― ゴールド ゴールド ゴールド

中央区への街路樹寄贈
中央区が2017年度事業として推進していた「東京都中央
区日本橋茅場町一丁目9番地先～茅場町二丁目4番地
先 修景整備・街路樹新
設事業」に対して、本件
事業区間の街路樹（ハナ
ミズキ20本）を寄贈しまし
た。

「渋沢栄一翁ゆかりの赤石（佐渡赤石）」の設置および展示
日本資本主義の父と言われる渋沢栄一翁が、1888年に現
在の当社本店ビルである日証館ビル所在地に兜町邸宅を建
立した際に、日本経済の発
展を祈念し、縁起石として
設置した「赤石（佐渡赤
石）」を創立70周年記念
事業の一環として、110年
ぶりに日本橋兜町で展示す
ることとなりました。

SMBCサステイナブル ビルディング評価融資※1・DBJ Green Building認証※2取得の状況 （2018年6月末日 現在）

※1  SMBCサステイナブル ビルディング評価融資  
環境配慮の取り組みを株式会社三井住友銀行と株式会社ヴォンエルフが独自に策定した評価基準に基づき評価するもの。

※2  DBJ Green Building認証  
対象物件の環境性能に加え、当該物件を取り巻くさまざまなステークホルダーからの社会的要請への配慮等を含めた総合評価システムに基づき、現在の不動産マーケットにお
いて求められるGreen Buildingを選定・認証するもの。

地域社会への取り組み

「兜LIVE！」での情報発信
　日本橋兜町・茅場町のコミュニティサイト「兜 LIVE！」
（URL：https://kabuto-live.com/） を開設、運営しています。
このサイトを通して、金融街として発展してきた日本橋兜町・茅
場町に根づく文化や街で開催されるイ
ベントなどの情報発信をするなど、地域
活性化に貢献しています。「兜LIVE！」
では、街の賑わい創出に貢献し、資産
形成をはじめとした多様な学びや、ビジ
ネスマッチングなどのイベント情報を発信
していきます。

山王祭への参加
　江戸の三大祭りの一つである「山王祭」に参加し、地元
町会と連携して、日本橋兜町・茅場町での神輿渡御を行っ
ています。近隣企業の方々にも大勢ご参加いただくことで、日
本橋兜町・茅場町の活性化につながっています。地域で開
催されるイベントに積極的
に参加することで、地域住
民の皆さまとの交流を深め
ていきます。

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

2013 将来への礎 over the “NEXT DECADE”
フェーズⅠ

over the “NEXT DECADE”
フェーズⅡ

報酬委員会設置

コーポレートガバナンス・ガイドライン制定、
独立役員の独立性判断基準制定、指名委員会設置

取締役会の実効性評価実施
自社株取得目的報酬導入

社内取締役1名増員

社外取締役
1名増員
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連結財務ハイライト

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

会計年度：

売上高 43,284 34,347 37,010 41,747 32,698

営業利益 8,055 8,548 8,267 9,673 9,432

経常利益 5,644 6,568 6,708 8,431 8,395

親会社株主に帰属する当期純利益※1 2,901 2,495 4,408 4,514 5,288

減価償却費 5,326 4,989 5,028 4,878 4,661

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,824 12,557 9,954 20,980 13,482

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,388 △15,160 △2,600 △13,017 △17,265

財務活動によるキャッシュ・フロー △18,026 △8,923 △3,218 △4,222 △2,499

現金及び現金同等物の期末残高 22,903 11,242 15,377 19,117 12,784

会計年度末：

純資産 85,990 92,298 94,827 97,524 104,900

総資産 296,834 297,736 294,021 293,025 302,795

有利子負債 170,335 162,490 160,232 157,051 155,786

自己資本比率（%） 29.0 31.0 32.3 33.3 34.6

経営指標等：

1株当たり配当額※2（円） 22.00 22.00 26.00 26.00 37.00

EPS（1株当たり当期純利益）（円） 72.72 62.53 110.50 113.17 132.57

BPS（1株当たり純資産）（円） 2,154.94 2,313.34 2,377.02 2,444.84 2,630.07

PER（株価収益率）（倍） 22.66 27.00 12.67 13.91 15.46

PBR（株価純資産倍率）（倍） 0.76 0.73 0.59 0.64 0.78

配当性向（%） 30.3 35.2 23.5 23.0 27.9

EBITDA※3 13,648 13,883 13,641 14,920 14,476

D/Eレシオ※3（倍） 1.98 1.76 1.69 1.61 1.49

ネットD/Eレシオ※3（倍） 1.71 1.64 1.53 1.41 1.36

ネット有利子負債 /EBITDA（倍） 10.79 10.89 10.61 9.24 9.84

ROA（総資本利益率）※3（%） 2.6 2.9 2.8 3.3 3.2

ROE（自己資本利益率）※3（%） 3.4 2.8 4.7 4.7 5.2

従業員数※4（名） 285 281 281 224 233

※1 「企業結合に関する会計基準」等の改正に伴い、連結財務諸表における表示科目の名称変更が行われ、2015年度より適用しています。
※2 2017年度の1株当たり配当額は創立70周年記念配当4円を含んでいます。
※3 指標の算出方法は以下に記載しています。
  EBITDA ：営業利益＋金融収入＋減価償却費
  D/Eレシオ ：有利子負債÷純資産
  ネットD/Eレシオ ：（有利子負債─現預金・有価証券）÷純資産
  ROA ：営業利益÷総資産（期首期末平均）×100
  ROE ：親会社株主に帰属する当期純利益÷自己資本（期首期末平均）×100

※4 2016年度の従業員数減少の主な要因は、2016年度において平和ヘルスケア株式会社の全株式を売却し、連結の範囲から除外したことによるものです。

（単位：百万円）
△はマイナスを表しています
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役員一覧 （2018年6月26日 現在）

社外取締役
藍澤 基彌

1965年 日本勧業証券株式会社
 （現みずほ証券株式会社）入社
1973年 藍澤證券株式会社常務取締役
1979年　同社代表取締役社長
2008年 同社代表取締役会長兼社長
2010年 当社社外取締役（現任）
2011年 藍澤證券株式会社代表取締役社長
2018年 同社代表取締役会長（現任）

6 社外取締役
齊田 國太郎

1969年 検事任官
2005年 大阪高等検察庁検事長
2006年　弁護士登録・開業（現任）
2007年 株式会社ニチレイ社外監査役（現任）
2008年　住友大阪セメント株式会社
　　　    社外取締役（現任）
2010年 当社社外取締役（現任）
2014年 キヤノン株式会社社外取締役（現任）

7

社外取締役
太田 順司

1971年 新日本製鐵株式会社
 （現新日鐵住金株式会社）入社
2005年　同社常務取締役
2008年　同社常任監査役
2011年 公益社団法人日本監査役協会会長
2012年 株式会社企業再生支援機構
 （現株式会社地域経済活性化支援機構）
 社外監査役
2016年 日本証券業協会公益理事・
 自主規制会議議長・副会長（現任）
2018年　当社社外取締役（現任）
 株式会社東芝社外取締役（現任）

9社外取締役
増井 喜一郎

1973年 大蔵省入省
2003年 金融庁総務企画局長
2013年 日本投資者保護基金理事長
2014年 公益財団法人日本証券経済研究所
 理事長（現任）
2016年　株式会社日本格付研究所
　　　　 社外取締役（現任）
2017年 当社社外取締役（現任）

8

監査役（常勤）
加藤 尚人

10 社外監査役（常勤）
広瀬 雅行

1979年 東京証券取引所入所
2009年 株式会社東京証券取引所グループ取締役
 株式会社東京証券取引所監査役
2013年 株式会社日本取引所グループ取締役
 （監査委員）
2014年 公益社団法人日本監査役協会会長
2017年 当社社外監査役（現任）

11

社外監査役
椿 愼美　

1970年 荏原インフィルコ株式会社
 （現株式会社荏原製作所）入社
1979年 公認会計士登録・開業（現任）
1999年 朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法人）
 代表社員就任
2014年 当社社外監査役（現任）
2016年 セイコーエプソン株式会社社外取締役
              （監査等委員）（現任）

12 社外監査役
関根 淳

1978年 日本銀行入行
2007年　同行調査統計局審議役
2008年 岡三証券株式会社入社
              同社取締役
2017年 株式会社岡三証券グループ執行役員
 岡三証券株式会社常務執行役員
2018年　当社社外監査役（現任）
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会社概要／株式情報

平和サービス株式会社
ハウジングサービス株式会社
平和不動産アセットマネジメント株式会社
株式会社東京証券会館

（2018年3月31日現在）

商　　　　号 平和不動産株式会社 
  （HEIWA REAL ESTATE CO.,LTD.）
設　　　　立 1947年（昭和22年）7月
本店所在地  〒103-8222　東京都中央区日本橋兜町1番10号
支　　　　店  大阪支店・名古屋支店・福岡支店・札幌支店
代　表　者 代表取締役社長　岩熊 博之
資　本　金 214億92百万円 

連結従業員数 233名

会社概要 グループ会社

大株主の状況（上位10名）

発行可能株式総数 ：110,000,000株
発行済株式総数 ：40,059,996株
株主総数 ：19,211名

株式の状況

株価および出来高の推移

株主名 持株数（千株）持株比率（%）※

三菱地所株式会社 4,274 10.72

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,954 4.90

MISAKI ENGAGEMENT MASTER FUND 1,552 3.89

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,541 3.86

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 1,211 3.04

DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 989 2.48

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES 
LUXEMBOURG/JASDEC/SECURITIES-AIFM

856 2.15

GOVERNMENT OF NORWAY 763 1.91

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 665 1.67

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140042 657 1.65

※発行済株式の総数から自己株式（174,783株）を控除して計算しています。

所有者別株式数分布状況

個人・その他
7,672千株（19.15％）

証券会社
789千株（1.97％）

外国法人等
14,796千株
（36.93％）

金融機関
9,345千株
（23.33％）

その他の法人
7,457千株
（18.62％）

株式数合計

40,059千株
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代表取締役社長
岩熊 博之

1

開発推進部管掌

取締役
土本 清幸

2

ビルディング事業部管掌

取締役
山田 和雄

3

開発推進部（開発）管掌

取締役
林 信一

5

不動産ソリューション部管掌

取締役
岩崎 範郎

4

企画総務部（総務）、財務部、
法務室管掌 
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